	部会名：都市・地域計画
	氏名：阪井清志

所属：国土交通省

	年
	事項
	関連する社会一般事項

	1991


	・都市計画中央審議会答申「市街化区域内農地の計画的保全を図るための方策はいかにあるべきか」についての答申(1991.1)

・「過疎地域活性化特別措置法」改正（公共下水道の都道府県代行制度創設）(1991.3)

・「山村振興法」改正（認定法人に対する税制等の優遇措置の創設等）(1991.3)

・「共同駐車場整備促進事業」、「街区高度利用推進事業」、「商業地域振興整備事業」の創設(1991.4)

・「生産緑地法」の改正（生産緑地制度の改正）(1991.4)

・「道路法及び駐車場法の一部を改正する法律」の制定（道路管理者が設置する自動車駐車場の料金徴収に関する規定、市町村への駐車場整備計画策定の義務付け）(1991.5)
・「特定商業集積の整備の促進に関する特別措置法」の制定(1991.5)

・「首都圏整備計画」決定(1991.9)

・「中部圏都市整備区域建設計画」及び「都市開発区域建設計画」決定(1991.9)

・「近畿圏近郊整備区域建設計画」及び「都市開発区域建設計画」決定(1991.9)

・「首都圏北東部地域における宅地開発及び特定鉄道（常磐新線）の整備の一体的推進に関する基本計画」の大臣承認(1991.10)

・都市景観大賞の創設(1991.10)
・都市計画中央審議会答申「経済社会の変化を踏まえた都市計画制度のあり方についての答申」(1991.12)
	・公共投資基本計画（H3～H12まで総額430兆円の投資）

・総合土地政策推進要綱閣議決定(1991.1)

・土地税制改革（投機的な土地取引の抑制、適正な土地利用の促進）(1991.3)

・雲仙普賢岳で大火砕流(1991.6)
・関西文化学術研究都市に「奈良先端科学技術大学院大学」開学(1991.10)



	1992


	・「都市拠点総合整備事業」の創設(1992.4)

・「豪雪地帯対策特別措置法」改正（道府県計画制度の創設等）(1992.3)

・「離島振興法」改正（離島の役割明記、内容の大幅拡充等）(1992.4)

・都市計画法及び建築基準法の一部改正（住居系用途地域の細分化、市町村の都市計画に関する基本的な方針の導入）(1992.6)

・「地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律」の制定(1992.6)

・都市計画中央審議会答申「経済社会の変化に対応した都市交通施設の整備のあり方とその整備推進法策についての第二次答申」、「経済社会の変化に対応した計画的市街化の方策、特に土地区画整理事業による市街地整備の方策はいかにあるべきか中間答申」(1992.6)

・「首都機能移転問題に関する懇談会とりまとめ」公表(1992.6)
・「首都機能移転問題を考える有識者会議とりまとめ」公表(1992.7)

・「琵琶湖総合開発計画」変更の決定(1992.8)

・「地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する基本的な方針」告示(1992.10)

・都市計画中央審議会答申「経済社会の変化に対応した計画的市街化の方策、特に土地区画整理事業による市街地整備の方策はいかにあるべきか」答申(1992.12)
・「国会等の移転に関する法律」の制定、国会等移転調査会の設置(1992.12)

・「大阪湾臨海地域開発整備法」の制定(1992.12)
	・むつ小川原地域にウラン濃縮工場操業開始(1992.4)

・生活大国５カ年計画閣議決定(1992.6)
・山形新幹線開業(1992.7)

・総合経済対策閣議決定(1992.8)

	1993


	・流通業務市街地の整備に関する法律の一部改正（対象都市を地方都市へ拡充、基本方針策定を都道府県知事へ権限委譲）(1993.5)

・「離島振興計画」決定(1993.6)

・四全総総合的点検中間報告を公表(1993.6)

・「特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律」の制定(1993.6)

・「緑の政策大綱」の制定(1993.7)
・環境共生モデル都市（エコシティ）制度の創設(1993.7)

・「大阪湾臨海地域及び関連整備地域」の指定(1993.8)

・「大阪湾臨海地域及び関連整備地域に関する基本方針」告示(1993.10)
・「美しいまちづくり懇談会」の設置(1993.12)
	・北海道釧路沖地震(1993.1)

・関西文化学術研究都市に交流施設
「けいはんなプラザ」開設(1993.4)

・新総合経済対策閣議決定(1993.4)

・北海道南西沖地震(1993.7)

・横浜ﾗﾝﾄﾞﾏｰｸﾀﾜｰ開業(1993.7)

・レインボーブリッジ開通(1993.8)

・緊急経済対策発動(1993.9)
・環境基本法の制定(1993.11)

	1994


	・「環境政策大綱」制定(1994.1)

・「民間都市開発の推進に関する特別措置法」及び「都市開発資金の貸付けに関する法律」の改正(1994.3)

・「街並み・まちづくり総合支援事業」、「緑住まちづくり推進事業」、「街区高度利用土地区画整理事業」、「被災市街地復興土地区画整理事業」、「都心交通改善事業」の創設(1994.4)
・四全総総合的点検調査部会報告(1994.6)

・建築基準法の一部改正（住宅地下室の容積緩和制度導入）(1994.6)

・都市緑地保全法の改正（緑地の保全及び緑化の推進に関する基本計画の創設）(1994.6)

・「生活福祉空間づくり大綱」の策定(1994.6)
・「第３次奄美群島振興開発計画」及び「小笠原諸島振興開発計画（改定１０箇年計画）」決定(1994.6) 
	・総合経済対策(1994.2)

・地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律の制定（中核市制度）(1994.6)

・「今後における規制緩和の推進等について」閣議決定(1994.7)

・関西国際空港開港(1994.9)
・常磐新線起工式(1994.10)

・北海道東方沖地震(1994.10)

・三陸はるか沖地震(1994.12)

・「環境基本計画」閣議決定(1994.12)

・「地方分権の推進に関する大綱方針」閣議決定(1994.12)

・「当面の行政改革の推進方策について」閣議決定(1994.12)

	1995


	・都市再開発法等の一部を改正する法律の制定（対象に再開発地区計画内を追加）(1995.2)

・「被災市街地復興特別措置法」の制定(1995.2)

・阪神・淡路復興委員会の設置(1995.2)

・「阪神・淡路大震災の基本方針及び組織に関する法律」の制定(1995.2)

・「阪神・淡路大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律」の制定(1995.3)

・「電線共同溝（C･C･BOX）整備事業」、「連鎖型土地区画整理事業」、「都心居住再開発等促進事業」の創設(1995.4)

・「被災市街地復興土地区画整理事業」の創設(1995.4)

・都市緑地保全法の一部を改正する法律の制定（区市町村による緑地の保全・推進に関する基本計画の策定等）(1995.4)

・「臨時大深度地下利用調査会設置法」の制定(1995.6)

・「阪神・淡路震災復興計画（ひょうごフェニックス計画）」の策定(1995.7)

・「障害者プラン～ノーマライゼーション７か年戦略～」の策定(1995.12)

・国土審議会計画部会「21世紀の国土のグランドデザイン―新しい全国総合開発計画の基本的考え方」とりまとめ(1995.12)

・「半島振興計画（全部変更）」承認(1995.12)
	・改定公共投資基本計画（H7～H16まで総額630兆円の投資）

・兵庫県南部地震(1995.1)

・「規制緩和推進計画について」閣議決定(1995.3)

・緊急円高・経済対策(1995.4)

・地方分権推進法の制定(1995.5)

・経済対策(1995.9)

・ゆりかもめ開業(1995.12)
・「構造改革のための経済社会計画」閣議決定(1995.12)


	1996


	・第三次国土利用計画（全国計画）閣議決定(1996.2)
・「安全市街地形成土地区画整理事業」の創設、都市熱源ネットワーク整備の基本計画調査策定費の予算化(1996.4)

・関西文化学術研究都市セカンド・ステージ・プラン推進委員会「関西文化学術研究都市の今後の整備方針について」答申(1996.4)

・幹線道路の沿道の整備に関する法律の一部を改正する法律の制定（沿道地区計画制度、沿道整備権利移転等促進計画制度の創設）(1996.5)

・「生活福祉空間ガイドライン」の策定(1996.6)

・「福祉のまちづくり計画策定の手引き」策定(1996.8)

・「駅内外歩行者快適化作戦第１回推進協議会」の開催(1996.8)

・「首都圏整備計画」決定(1996.8)

・「中部圏都市整備区域建設計画」及び「都市開発区域建設計画」決定(1996.8)

・「近畿圏近郊整備区域建設計画」及び「都市開発区域建設計画」決定(1996.8)

・国会等移転審議会の設置(1996.12)
	・圏央道（青梅～鶴ヶ島JCT）開通(1996.3)
・臨海線開業(1996.3)

・「経済構造の変革と創造のためのプログラム」閣議決定(1996.12)

	1997


	・「敷地整序型土地区画整理事業」（技術基準の弾力化）の創設(1997.4)
・「次世代都市整備事業」、「路面電車走行空間改築事業」、「都市防災構造化推進事　　　

業」の創設(1997.4)

・「関西文化学術研究都市の建設に関する基本方針」の変更(1997.4)

・密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の制定（防災街区整備地区計画制度、防災街区整備権利移転等促進計画制度や防災街区整備組合制度を創設）(1997.5)

・都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律（高層住居誘導地区の創設）(1997.6)

・都市計画中央審議会基本政策部会「安心で豊かな都市生活を過ごせる都市交通及び市街地の整備のあり方並びにその推進方策はいかにあるべきか」答申及び「都市政策ビジョン」中間とりまとめ（都市化社会から都市型社会に移行し、「都市の再構築」を推進すべき）(1997.6)

・国土審議会「計画部会審議報告」公表(1997.10)

・「都市構造再編プログラム」による都市の再構築の推進(1997.11)（東京23区(1998.4)、大阪市(1999.7)等において策定公表）
	・再改定公共投資基本計画（H7～H16をH19まで３ヵ年延長）

・「新総合土地政策推進要綱―地価抑制から土地の有効利用への転換―」閣議決定(1997.2)

・秋田新幹線開業(1997.3)

・「総合物流施策大綱」閣議決定(1997.4)

・環境影響評価法の制定(1997.6)

・長野新幹線開業(1997.10)

・山一証券倒産、続いて北海道拓殖銀行倒産金融危機発生(1997.11)

・東京湾アクアライン開通(1997.12)

・京都議定書採択(1997.12)

	1998


	・都市計画中央審議会答申「今後の都市政策は、いかにあるべきか第１次答申〔都市計画における役割分担のあり方について〕」(1998.1)
・国会等移転審議会が調査対象地域を設定(1998.1)

・新しい全国総合開発計画「21世紀の国土のグランドデザイン－地域の自立の促進と美しい国土の創造－」の閣議決定(1998.3)

・「街なか再生土地区画整理事業」の創設(1998.4)
・筑波研究学園都市「研究学園地区建設計画」変更の決定及び「周辺開発地区整備計画」変更の承認(1998.4)

・都市計画法の一部を改正する法律（特別用途地区の多様化）(1998.5)

・中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体化推進に関する法律（中心市街地活性化法）の制定(1998.6)

・建築基準法の一部改正（建築確認・検査の民間開放他）(1998.6)

・「国土利用計画法」の改正（事前届出制から事後届出制、注視区域制度創設）(1998.6)

・都市計画中央審議会基本政策部会により「都市再構築へのシナリオ」の提言(1998.9)

・「高度技術工業集積地域開発促進法」及び「地域産業の高度化に寄与する特定事業の集積の促進に関する法律」廃止、「新事業創出促進法」の制定(1998.12)
	・長野オリンピック(1998.2)

・「規制緩和推進3か年計画」閣議決定(1998.3)

・公共事業の再評価及び新規採択時評価実施要領の制定(1998.4)

・「地方分権推進計画」閣議決定(1998.5)

・中央省庁等改革基本法(1998.6)

・地球温暖化対策の推進に関する法律 (1998.10)

・ＮＰＯ法(1998.12)


	1999
	・「豪雪地帯対策基本計画」の全部変更閣議決定(1999.3)

・「都市開発資金の貸付けに関する法律」、「民間都市開発の推進に関する特別措置法」、「土地区画整理法」及び「都市再開発法」の改正（民間主導による都市の再開発を促進）(1999.3)

・「沿道整備街路事業」の創設(1999.3)

・「第五次首都圏基本計画」決定(1999.3)

・「東北地方開発促進計画」、「北陸地方開発促進計画」、「中国地方開発促進計画」、「四国地方開発促進計画」、「九州地方開発促進計画」決定(1999.3)

・「都市再生区画整理事業」（一般会計補助の統合）、「都市再構築総合支援事業」の創設(1999.4)

・「第３次奄美群島振興開発計画（改定１０箇年計画）」及び「新小笠原諸島振興開発計画」決定(1999.6)

・「『２１世紀の国土のグランドデザイン』戦略推進指針」策定(1999.6)

・都市基盤整備公団の設立（住宅・都市整備公団の改組）(1999.10) 
・「OECD都市政策セミナー1999」 開催(1999.11)

・国会等移転審議議会答申(1999.12)
	・「生活空間倍増戦略プラン」閣議決定(1999.1)
・地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律（地方分権）(1999.7)

・中央省庁改革のための国の行政組織関係法律の整備等に関する法律(1999.7)

・民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（ＰＦＩ法）(1999.7)

・日本政策投資銀行設立(1999.10)

	2000

	・「21世紀の国土計画のあり方」（国土審議会政策部会・土地政策審議会計画部会審議総括報告）(2000.1)
・都市計画中央審議会答申「今後の都市政策は、いかにあるべきか第二次答申〔経済社会の変化を踏まえた新たな都市計画制度のあり方について〕」（2000.2）
・「都市再生推進懇談会」の開催（2月から東京圏、5月から京阪神地域）
・「第五次近畿圏基本整備計画」、「第四次中部圏基本開発整備計画」決定(2000.3)

・「過疎地域自立促進特別措置法」の制定(2000.3)

・「まちづくり総合支援事業」の創設、「都市再生区画整理事業」の抜本的見直し（一般会計補助の拡充、既成市街地に重点化）、「都市再生交通拠点整備事業」、「交通結節点改善事業」、「先導的都市整備事業」、「都市再生総合整備事業」の創設(2000.4)

・統合補助金の創設（公園、下水）(2000.4)

・「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律(交通バリアフリー法)｣の制定(2000.5)

・都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律の制定（線引き制度の選択制、準都市計画区域、特例容積率適用区域制度等の導入）(2000.5)
・「大深度地下の公共的使用に関する特別措置法」の制定(2000.5)
・国土審議会「２１世紀の国土計画のあり方」公表(2000.6)
・都市再生懇談会の提言（東京圏及び京阪神地域）(2000.11)

・OECD対日都市政策勧告 2000(2000.11)

・東京圏及び京阪神圏のリノベーションプログラム策定(2000.12)
	・地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律(2000.4)
・有珠山噴火(2000.3)
・三宅島雄山噴火(2000.7)
・そごう倒産(2000.7)
・新むつ小川原株式会社設立(2000.8)

・大江戸線開通(2000.12)

	2001
	・省庁再編（国土交通省発足・地方整備局に建政部を設置）(2001.1)
・「新産業都市建設法」及び「工業整備特別地域整備促進法」の廃止(2001.3)

・都市再生本部が閣議決定により設置(2001.5)
	・経済財政諮問会議の設置(2001.1)
・「経済財政運営と構造改革に関する基本方針」（第1弾次骨太の方針）の答申(2001.6) 
・「新総合物流施策大綱」閣議決定(2001.7)

	2002

	・都市再開発法等の一部を改正する法律(会社施行の追加等)(2002.3)
・土地区画整理法の一部を改正する法律(高度利用推進区の創設)(2002.3)

・都市計画法の一部を改正する法律（都市計画提案制度の創設）(2002.3)

・「都市再生特別措置法」の制定（都市再生緊急整備地域制度の創設等）(2002.4)

・「連続立体交差関連公共施設整備事業」（統合補助金）の創設(2002.4)

・「首都圏の既成市街地における工業等の制限に関する法律」及び「近畿圏の既成都市区域における工業等の制限に関する法律」の廃止(2002.7)
・「離島振興法」の改正(2002.7)

・「国土の将来展望と新しい国土計画制度のあり方」（国土審議会　基本政策部会報告）(2002.11) 
	・経済財政諮問会議「構造改革と経済財政の中期展望」において公共投資基本計画を廃止(2002.1)

・ユーロ流通開始(2002.1)

・行政機関が行う政策の評価に関する法律(2002.4)

・地球温暖化対策推進法の改正（京都議定書目標達成計画の策定等）(2002.5)

	2003
	・名古屋大都市圏のリノベーションプログラム策定(2003.1)

・社会資本整備重点計画法の制定(2003.3)

・社会資本整備重点計画の閣議決定(2003.10)

・「国際化、情報化、高齢化、人口減少等21世紀の新しい潮流に対応した都市再生のあり方について」（社会資本整備審議会答申）(2003.12) 
	・「循環型社会形成推進基本計画」閣議決定(2003.3)

・イラク戦争開戦(2003.3)

・構造改革特別区域法の制定(2003.4)

・六本木ヒルズ開業(2003.4)

・沖縄都市モノレール開業(2003.8)

・東海道新幹線品川駅開業(2003.11)

	2004
	・「首都圏の都市環境インフラのグランドデザイン」公表(2004.3)

・「奄美群島振興開発特別措置法」及び「小笠原諸島振興開発特別措置法」の改正(2004.3)

・都市再生特別措置法の一部改正（「まちづくり交付金」制度創設）(2004.4)

・景観法の制定(2004.6)

・都市再生機構の設立（都市基盤整備公団と地域振興整備公団の地方都市開発整備部門の統合）(2004.7) 
	・ＭＭ２１線開業(2004.2)

・九州新幹線開業(2004.3)

・「規制改革・民間開放推進3か年計画」閣議決定(2004.3)

・市町村の合併の特例等に関する法律の制定(2004.5)
・新潟県中越地震発生(2004.10) 

	2005
	・「半島振興法」の改正(2005.3)

・「駅まち協働事業」の創設(2005.4)

・民間事業者の能力を活用した市街地の整備を推進するための都市再生特別措置法等の一部を改正する法律が成立（民間都市再生整備事業計画の認定制度、区画整理会社制度の創設）(2005.4)
・総合的な国土の形成を図るための国土総合開発法等の一部を改正する等の法律の制定（国土形成計画法）(2005.7) 

	・京都議定書発効(2005.2)

・中部国際空港開港(2005.2)

・日本国際博覧会（愛・地球博、愛知万博）開幕(2005.3)

・愛知高速交通東部丘陵線開業(2005.3)

・「京都議定書目標達成計画」策定(2005.5)

・都市鉄道等利便増進法の制定(2005.5)
・「ユニバーサルデザイン政策大綱」策定(2005.7)

・つくばエキスプレス開業(2005.8)

・「総合物流施策大綱(2005-2009)」閣議決定(2005.11)

	2006

	・社会資本整備審議会答申「新しい時代の都市計画はいかにあるべきか。（第一次答申）」及び「人口減少等社会における市街地の再編に対応した建築物整備のあり方について」（2006.2）
・「暮らし・にぎわい再生事業」、「都市交通戦略策定調査」、「エコまちネットワーク整備事業」の創設(2006.4)

・都市計画法、中心市街地活性化法の改正（まちづくり３法の制定）(2006.6)
・高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（通称・バリアフリー新法）の制定(2006.6) 

・大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法改正（供給基本方針の廃止等）(2006.6)

・「国土形成計画の広域地方計画区域を定める国土形成計画施行令」の制定(2006.7)
・国土審議会「国土形成計画全国計画中間取りまとめ」公表(2006.11)
	・神戸空港開港(2006.2)

・ゆりかもめ（有明～豊洲）開業(2006.3)

・環状八号線全線開通(2006.5)

・中心市街地活性化本部の設置(2006.8)

・観光立国推進基本法(2006.12)

	2007
	・東京外かく環状道路（関越～東名間）において、大深度地下方式による道路整備への都市計画変更(2007.4)
・「都市・地域総合交通戦略」、「都市交通システム整備事業」、「密集市街地緊急リノベーション事業」、「景観形成総合支援事業」の創設(2007.4)
・社会資本整備審議会答申「新しい時代の都市計画はいかにあるべきか（第二次答申）」(2007.7)
	・能登半島地震(2007.3)

・地域公共交通の活性化及び再生に関する法律(2007.5)

・都市再生本部等を地域活性化統合事務局に統合(2007.10)

	2008
	・国土形成計画全国計画（案）の答申（国土審議会答申）(2008.2)
・「先導的都市環境形成促進事業」の創設(2008.4)

・地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（歴史まちづくり法）の制定(2008.5)
・国土形成計画全国計画の閣議決定(2008.7)
・国土交通省都市・地域整備局の組織再編(2008.7)
	・日暮里・舎人ライナー開業(2008.3)

・横浜市4号線(日吉～中山)開業(2008.3)

・岩手・宮城内陸地震(2008.6)
・副都心線開業(2008.6)
・「安心実現のための緊急対策」(2008.8)
・観光庁発足(2008.10)


